



























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































表 インタビュー整理 (父子家庭) ※ － の項目は回答拒否
交流なし
交流なし
父子家庭の交流
約22～23万円
支出関係
約28万円(月収)
約22～23万円(月収)
収入関係
離婚
(妻の
男性
関係)
離婚
(妻の
都合)
一人親に
な っ た
理 由
大卒
中卒
学歴
御坊市
御坊市
出身
７人家族
(祖母、
父母、
本人、妹、
子供２人)
３人家族
(母親、
本人、
子供１人)
家族構成
(同居)
30歳代
20歳代
年齢
父子
子２人
正規
親同居
父子
子１人
正規
親同居
類型
【項目１：フェイスシート】
Ｍ
Ｌ
本人の母親が食事を
担当。
特に困ってはいない
とのこと。
本人は料理できな
い。
食生活
困ることとして、小さい子供
なので、カゼをひいたら自分
が休まないといけない(会社
はそのあたりは理解してくれ
休ませてくれるが)。
子育て
市営住宅
実祖母名義。
家賃月２万円。
間取り６畳×４部屋。
住宅はいまで満足してお
り特に困りごとはない。
住まい
本人７時半出勤、子供はそれより少
し早く小学校へ。仕事のあと本人17
時に帰宅。
子供と一緒に、ゲーム、ビデオで過
ごす。
21時子ども就寝、本人は朝２時就寝。
１日のスケジュール
【項目２：暮らし】
Ｌ
本人の母親が食事を
担当。
特に困ってはいない
とのこと。
休みには、子どもとともに外
出を心がけている。ひとり親
になって、子供たちとなるべ
く一緒にいてやりたいと気を
遣うようになった。
持家本人８時出勤し、帰宅17時半。
子どもとはよく一緒に遊ぶ。テレビ、
折り紙、絵をかく、自転車にのった
りとこまめに面倒をみている。
Ｍ
相談相手健康町内会・ＰＴＡ近所づきあい
【項目２：暮らし】
特になし。みな良好。子どもの保育園や小学校の行事にはあ
まり行きたくない(お母さんが多いか
ら)。実母にまかせている。
小さい時からここにいるのでやりとり
は頻繁にある。子どものときからここ
で遊んでいた。
Ｌ
特になし。みな良好。子ども関係は、主婦が多いので入りづ
らい。本人の父・母もとくに積極的に
関与していないが、子どもの送り迎え
等は担当してくれる。
子どもは隣近所と遊んでいるけど、本
人は特に交流していない。
Ｍ
求職状況とその苦労
社 会
保険の
有 無
月勤労収入勤続年数勤務時間
職種
(正規･非正規)
有職の有無
(無の場合
理由)
【項目３：仕事】
職につくときの苦労はしていない。現
在の会社には18～21歳まで３年間勤め
ていて、また戻ってきた。18歳のとき
にこの会社に勤めたのはハローワーク
での紹介。
有22～23万円２年８：00～17：00
溶接業
(不明：契約
社員か)
有Ｌ
元妻の父(元義父)の紹介。職に就く際
の苦労はしていない。
有28万円６年
８：00～17：00
土日休み
水産加工業
(正規)
有Ｍ
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行政への要望
過去の仕事
(古いものから)
現在の資格
(希望資格)
仕事での苦労と職場の理解
【項目３：仕事】
特になし
22～26歳まで土木業
(正規)
普通自動車免許、
溶接関係、
機械関係
父子家庭への理解はあり、元妻のことも会社は知っている。Ｌ
特になし
会社(正規)、
運送業(正規)
普通免許
離婚のいきさつも元妻のことも理解しくれている。子供関係
で休みを申し出たときはたいてい休みを取らせてくれるので
支障はない。
Ｍ
生活保護利用
の有無とその
内容
行政への要望
今後使って
みたい制度
役に立った制度使った制度知っている制度
【項目４：福祉サービス】
無・母子家庭に使えるサー
ビスは父子家庭も全部
使えると思っていた。
・市役所に聞きにいくと、
児童扶養手当は受給で
きないと言われた。
・他県では父子でも手当
がでている場合がある
と聞いている。
・なぜサービスが母子と
一緒ではないのか。
・特になし・医療費助成
・学童保育
・ハローワーク
・母子家庭等への
医療費の助成
・保育所
・学童保育
・ハローワーク
・母子家庭等への医療費の助成
・児童扶養手当
・保育所
・学童保育
今後使いたい制度は特にない
が、父子家庭が使えるサービス
が母子家庭と違って少ないの
は不満に思う。
Ｌ
無・父子家庭は母子にくら
べてサービスが少ない。
・児童扶養手当も、男性
が女性かではなく所得
ではかってくれればい
いし、父子にも使いた
いサービスもあるので
同様のサービスを望む。
・特になし・母子家庭等への
医療費の助成
・保育所は延長保
育等も実施して
いるので助かる。
・母子家庭等への
医療費の助成
・保育所
・ハローワーク
・母子家庭等への医療費の助成
・保育所
・学童保育
Ｍ
相談相手
受給無の場合
その理由
有の場合
金額
受給の
有無
取り決め無の場合その理由取り決めの有無
【項目５：養育費】
左に同じ無・相手に金銭的余裕がない・無
・将来的にもなし
Ｌ
左に同じ無・相手に金銭的余裕がない・無
・将来的にもなし
Ｍ
4.ヒアリング調査よりみられる課題
⑴母子家庭の聞き取り調査より見られる課題
母子家庭におけるヒアリング調査より、以下の４分野(①暮らし、②仕事、③福祉サービ
ス、④養育費)において課題がみられた。
①暮らし
暮らしについての課題は「経済状況」と「住まい」「子育て」「近所づきあい」「相談相手」
の５点を尋ねた。課題は主に「経済状況」と「住まい」に集約される。
）経済状況
ヒアリングした母子世帯11例中、月収20万円以下が７例あった。なお、一番月収の低
い者は約14万円であり、この収入で家族４人(本人と子ども３人)の生活を賄っている【調
査記号Ｈ。以下「調査記号」は省略して表示する】。
先述した厚生労働省の「2006年調査」では、母子家庭の母の常用雇用者の平均就労収
入は257万円、臨時又はパートの就労者の平均就労収入は137万円、全母子家庭平均就労
収入は、191万円である。その意味で、今回の聞き取り調査の収入状況も、全国基準とほ
ぼ一致をして、厳しい状況である。
支出についてであるが、多くの世帯で「収入分がそのまま出ていく」という声が聞か
れた。
ヒアリングした11例中、親同居が４例、親非同居が７例である。経済的援助がなされ
ている例は少ない。その援助のありかたも、家賃を親が支払っているという例が１例
【Ｆ】、親からの経済的援助を受けているという例が１例【Ｃ】のみであった。
親族からの経済的援助を受けていない９例については、本人の勤労収入と児童扶養手
当等の社会保障における所得保障で生活をまかなっている。「児童扶養手当を受給できて
大変助かっているという声が聞かれる」とともに、その減額を心配する声も聞かれた。
また、多子世帯においては、子ども数のわりに児童扶養手当の額が少ないと指摘する声
も聞かれた。
）住まい
「住まい」についてだが、ヒアリングした母子世帯11例中、市営住宅が５例、借家(ア
パート・マンションなど)が４例、地代のみで持家が１例、持家が１例あった。
市営住宅入所者については、家賃や住まいの状況等への不満はほとんど聞かれなかっ
た【Ａ.Ｃ.Ｉ】。だが、民間の借家住まいの世帯では、家賃の高さについての不満や聞か
れた。
和歌山県内における母子家庭等自立支援施策の現状と課題
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特に民間借家住まいの世帯から、市営住宅に応募したが抽選に漏れた、ぜひ、母子家
庭への市営住宅を優先してほしいとの要望が聞かれた【Ｂ】。また民間借家の世帯の一部
からは、離婚時に市営住宅に入居をしたかったが、情報の入手がうまくできなかったと
の声も聞かれた【Ｇ】。母子家庭になった直後は、住まいも不安定であることが多く、こ
のような公営住宅に対する優先入居および公営住宅の情報の周知がなされているか、さ
らにそれが使いやすいものになっているのかの検証が、特に必要といえる。
）子育て
母子家庭であるが故に、子どもにさみしい思いはさせたくないという思いから、子ど
も優先で生活を組み立てている例が多かった。習い事等に力を入れるよりも、子どもに
は基本的なあいさつや礼儀を重視させるということを子育てにおける事項として重視し
ている傾向が見られた。
子育てにおける苦労としては、子どもが病気になったときに仕事との調整が必要な点
がしばしば苦労として聞かれた【Ｇ.Ｉ.Ｊ】。また子どもに対して母親と父親の両方の役
割を果たさなければならないのでその点での苦労、ひとり親であるために子どもに与え
る影響を心配する声も聞かれた【Ｈ】。
先述のとおり、経済的援助を受けている例は少ないが、子育てにおいて実家の母・父
(子どもにとっては祖母・祖父)の助力を得ている例がみられた。具体的には、保育所・
学童保育の後、実家に子どもを行かせ、祖母・祖父に遊んでもらうという場合【Ｂ.Ｇ】
や、祖母と同居しており夕方には子どもの面倒をみてもらうという場合【Ｋ】などであ
る。このように、近隣の親族の助力を得られる場合も多いだろうが、この場合でも保育
所や学童保育が終わった後、母親が仕事から帰るまでのつなぎとして子どもの面倒をみ
てもらうというパターンになっている。子育て支援に対しては、多様なニーズをもつ母
親の就労のための・生活状況にうまく対応できるような施策を構築するのが望ましいと
いえる。
）近所づきあい、町内会、ＰＴＡのつきあい
近所づきあいは、しばしば行っているという例と、ほとんど交流がないという例に分
かれた。近所づきあいがほとんどない世帯については、町内会にも加入していない傾向
もある【Ｂ.Ｅ.Ｆ】。町内会に加入してないという世帯が６例あり、その場合の多くが、
「市報は届いていないので目を通していない」と答えている。
このように、母子家庭への情報の周知・伝達について、市報のみに頼るのは限界があ
る。効果的な情報の周知について検討される必要があろう。
ＰＴＡでの付き合いも、さほど活発ではない。役職が回ってくるのでついていると答
えた例も多い。だが、どうしても仕事に重なってしまうし、夜に会合が開かれた場合、
子どもの世話をする者がいなくなってしまうので、出かけられないという意見もあった。
－24－
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）相談相手
困ったときの相談相手として、両親や兄弟など、親族を頼りにしている例が多かった。
一方で、誰にも相談せず、自分一人で決定すると答えたのも３例あった【Ａ.Ｃ.Ｊ】。相
談相手として行政機関や、母子自立支援員をあげた者がおらず、現在の相談部署・相談
体制がきちんと機能しているのか検証する必要がある。
②仕事
仕事については「仕事の有無とその内容」と「求職の状況」「資格」「行政への要望」の
４点から述べる。課題は主に「仕事の有無とその内容」と「求職の状況」に集約される。
）仕事の有無とその内容
今回のヒアリングでは、有職者が10例であり、働いている者が大半を占める。だが、
正規職は２例のみ【Ｇ.Ｋ】であり、母子家庭世帯の就職状況の厳しさがうかがえる。
職務内容は、工場勤務・販売が多い。聞き取り調査では、希望する勤務形態は正社員
であり、今後の資格としてパソコン関係の資格を取りたいと答えた者が多く、一方で現
実の職務内容とは差があることがわかる。なお、厚生労働省の「2006年調査」では、就
労する母子家庭の母の職種で最も多い職種は「事務」であるのに対し、御坊市の雇用状
況の関係では、事務職は非常に少なく、選択肢があまりない状況である。
なお、ヒアリングでは無職者が１例のみであったが、その理由として、子どもが小さ
く手がかかるのに加え、同居する親族の身体の調子が悪く、働くことは難しいとのこと
である【Ａ】。なお、厚生労働省の「2006年調査」では、母子家庭の母の84.5％が就労し
ており、これをみても母子家庭の母の就業意欲は非常に高いといえる。
）求職の状況
知人・親族の紹介などで現在の職を得ている者が５例あった【Ｂ.Ｃ.Ｄ.Ｆ.Ｋ】。その
ほかの求職の仕方として、ハローワークでの紹介、新聞の求人紹介を活用していた。2．
の就業支援策の項目では、全国的にハローワークでの職業相談件数および紹介件数が増
加している傾向がみられるとしたが、残念ながら御坊市においては、ハローワークで相
談している例は必ずしも多いとはいえない。またマザーズハローワークや母子家庭等就
業・自立支援センターも和歌山市にあるため、遠方すぎて活用できないとの声が聞かれ
た。
知人・親族の紹介でない場合、求職に苦労している例が多い。なかには、正社員の職
を見つけるまで、２～３年非正規職を転々としたという例もみられる【Ｇ】。
保育所が日曜日に開所していないため、子どもをひとりきりで家にいさせることが気
になると答える者や、母子家庭でさみしいことも多いだろうから、せめて土日を休んで
子どもと一緒にいてあげたいと答える者も多かった。そのため、土日に仕事を休むこと
和歌山県内における母子家庭等自立支援施策の現状と課題
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ができるかというのが職を探すための条件として重視されるため、現状として正規職に
は採用されづらい。また、面接の段階で、母子家庭で子どもの病気で休むことになると
困る、と断られた例も見受けられた【Ｆ.Ｉ】。
）資格
所持している資格は、普通自動車免許が最も多い。将来取りたい資格は特にないと答
える例が多かったが、希望する者では、パソコン関係の資格をあげる例が多かった【Ｃ.
Ｇ.Ｈ】。
ヒアリング調査においては、積極的に資格に言及する例は少なかった。ただこの結果
のみで母子家庭の母に資格取得のニーズがないと考えることは早計である。「資格は取り
たいけど自分に向いたものが何かわからない」「資格を取った場合、有利になることはわ
かるけど、生活に追われてその余裕がない」と答えた例もヒアリングではみられている。
資格そのものについての理解と、就業に必要な資格について相談でき、資格取得をめざ
せるような体制づくりが必要といえる。
なお、ハローワークなどで実施されている、スキルアップを目指すための就労支援策
については、そもそも認知度が低く、利用されていない。
）行政への要望
仕事についての行政への要望であるが「特になし」と答えるものが７例であった。た
だこれも現状に満足している訳でなく「御坊市の雇用の状況が芳しくないから、要望を
訴えても仕方がない」と答えた例もあり、ニーズがない、と捉えるのは早計である。
行政への要望として、「ハローワーク等での資格取得講座の見直し」「職業紹介状況の
改善」があげられた。前者については、各種講座を受講するときには、金銭的・時間的
余裕が必要とされるので、母子家庭の母が使用するには、前提として所得保障がなされ
ていない、それをなんとかしてほしいという要望があった。さらに、資格取得講座につ
いて、公的な講座は初歩的なスキルに対応したものとなりがちで、中級・上級のスキル
に対応した講座ではなく、結局利用できないとの声が聞かれた。逆に、まったくスキル
を持っていない者が資格講座を受講しようとした場合、断られたという例(具体的にはパ
ソコン講座を受講しようとしたが、自宅にパソコンがなければ難しいといわれ受講でき
なかったという例)もあげられ、受講講座をニーズにあわせたものにしてほしいという点
を要望する声があった【Ｇ.Ｈ】。
「職業紹介状況の改善」については、また、ハローワークや行政の対応として事務的
な面を指摘するものがあった。また、土日に休みがとれるような職場づくりをうながし
てほしい、という声も聞かれた【Ｅ】。
－26－
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③福祉サービス
）サービスの認知度の低さ
全般的にサービスの認知度が低く、利用がさほどなされていない。
知っている制度については、ハローワーク、ひとり親家庭への医療費助成、児童扶養
手当、保育所、学童保育がほとんどの場合あげられた。そして、これらはどれも役に立っ
ているという意見が聞かれた。
だが、ほかの制度については認知すらされておらず、今後福祉サービスの周知の方法
に検討の余地がある。ヒアリングにおいても、そのような制度があるのであれば知らせ
てほしかった、という声が、特に就業支援のサービス(母子家庭等自立支援教育給付金、
高等職業技能訓練関係)において聞かれた。
なお御坊市における母子家庭自立支援給付金事業(母子家庭等就業・自立支援事業)の
実施件数であるが、2005年度の実績はなく、自立支援給付事業に対して３件の相談があっ
たのみである。2006年度は、自立支援教育訓練給付金の利用が２件あったものの、高等
技能訓練促進費と常用雇用転換奨励金については利用も相談もなかった。2007年度は利
用はなく、2008年度には、自立支援給付金の利用は０件、高等技能訓練促進費は１件の
利用のみである。この意味で、福祉および就労支援のサービスが存在したとしても、そ
の認知度と利用度の低さが課題になるのは明らかである。
）行政への要望
福祉サービスにおける行政への希望としては、「ひとり親家庭へのさらなる支援・子育
て支援の充実」「行政手続の一元化・簡素化」「保育所・保育料」「学童保育」への要望が
みられた。
「ひとり親家庭へのさらなる支援・子育て支援の充実」として、児童扶養手当の増額
を希望する意見【Ｃ.Ｈ.Ｋ】、母子寡婦福祉資金について、そこでの保証人の問題と使い
勝手の悪さを指摘する意見【Ｈ】、母子家庭への公営住宅への優先入居を実施してほしい
という意見【Ｂ.Ｅ】、特に母子家庭の職業支援を充実してほしいとの意見【Ｆ】など、
さまざまな要望が聞かれた。
「行政手続の一元化・簡素化」については、ショートステイやホームヘルプなどのサー
ビスはあるものの、その都度手続きが煩雑で利用しにくい印象がある、利用しやすくす
るために、一定の場所ですべてのサービスの手続きが一元化してできる「ワンストップ・
サービス」の整備を行ったらどうかとの意見も聞かれた。たとえば子どもが小さいうち
は保育所などに通うことが多くあるので、このような母子にとって身近な公的機関で、
各種サービスの手続きが一元化・簡素化してできるのがいいのではないか、というもの
である【Ｇ】。
「保育所・保育料」については、求職中の場合、入所の際の働いている証明を出すの
が難しいので柔軟な対応が可能ではないか、という意見や、保育所入所の優先順位に関
和歌山県内における母子家庭等自立支援施策の現状と課題
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する意見、保育料を前年度所得や同居親族の状況によって決定される点に関する意見が
みられた。
「学童保育」については、土日や不定期に利用できると助かるという意見【Ｋ】、御坊
市内の他の校区でも実施してほしいとの意見がみられた。
④養育費
養育費について、取り決めをしたという例は３例である【Ｃ.Ｇ.Ｈ】。しかし、その場合
でも、最初の数か月は支払ってもらっていたが、あとは滞っているという場合が多い。
養育費の取り決めをしなかった場合に、理由として、相手の経済状況が支払ってもらえ
る状況になかった、相手とかかわるのがいやであったと答えた者が多い。
養育費の支払いについては親の義務であるという意識を周知し、適切に相談できるよう
な体制の構築が必要であろう。また養育費の相談について公的相談機関を利用したものは
ほとんどおらず、養育費についての適切な理解ができているとはいいがたい。この点につ
いて、養育費として父親側にきちんと請求できるという意識と知識を持つことが、母子家
庭の母においても必要である。
⑵父子家庭の聞き取り調査より見られる課題
父子家庭におけるヒアリング調査により、得られた主な意見は、以下のとおりである。
以下の４分野(①暮らし、②仕事、③福祉サービス、④養育費)において意見がみられた。
①暮らし
）経済状況
ヒアリングした父子世帯２例は、いずれも父親が正社員の世帯であったため収入は安
定しており、経済的困難に対する意見はみられなかった。
）経済状況
ヒアリングした父子世帯２例は、１例は持ち家、１例は市営住宅に入居しており、住
居に対する意見・要望はみられなかった。
）子育て・近所づきあい・相談相手
ヒアリングした父子世帯２例においての子育ての状況であるが、いずれも同居する母
親(子どもにとっての祖母)から子育ての助力を得ている。ただ、父子家庭としてのつら
さを子どもに味あわせたくないとの気持ちが大きく、子どもが風邪をひいたときは自分
が休んで迎えにいく【Ｌ】、子どもの学校が休みのときは、なるべく子どもたちとの外出
を心がけている【Ｍ】、という形で、なるべく子どもとともにいて子育てに携わるという
－28－
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気持ちが強いようである。
近所づきあいや町内会の付き合いは、同居する親族にまかせている。子どもの保育園
や小学校の行事等、子どもにかかわる行事については、他の家庭でそれに参加するのが
母親であるため、どうしても入りづらい、出席しづらいとのことであった。これは父子
家庭ならではの答えであろう。
困ったときの相談相手として、親族をあげる例【Ｌ】と自分で解決するという例【Ｌ】
がみられた。
②仕事
）仕事の状況
ヒアリングした父子世帯２例は、いずれも有職者であり、正社員の世帯である【Ｌの
事例については、本人は「わからない」と答えているが、就労状況は安定しており勤務
時間や休み等も一定であること、また社会保険も完備されていることから、ここでは「正
社員」として分類した】。
２例とも、職につくときの苦労はしていない。父子親家庭への理解であるが、いずれ
も父子親家庭になる前と後で職が変化していないため、周囲の理解も得られているとい
う。
）資格・仕事に関する行政への要望
ヒアリングした父子世帯２例は、いずれも有職者であり、正社員の世帯である。資格
は普通免許【Ｌ.Ｍ】、溶接・機械関係免許【Ｌ】を所持しており、特に将来的に取りた
い資格についての希望はみられなかった。行政の要望についても、父子家庭としてのも
のは特にみられない。
③福祉サービス
）福祉サービスの認知度・利用度
福祉サービスについては、父子家庭特有の課題がみられた。父子家庭の場合も、福祉
サービスに関する全般的な認知度はあまり高くはなく、知っている制度としてハロー
ワーク、ひとり親家庭への医療費助成、児童扶養手当、保育所、学童保育などがあげら
れたのみである。
）父子家庭へのサービス展開
ただ、児童扶養手当をはじめとして、母子家庭が利用できるサービスについて、父子
家庭も同様に利用できないという点が問題である、この点について、父子家庭も母子家
庭と同様のサービスを利用できるように要望する意見が、２例ともに聞かれた。特に所
得保障について、「他県では父子でも手当が出ている場合もあると聞いているが、御坊市
和歌山県内における母子家庭等自立支援施策の現状と課題
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ではそのことは考慮されないのか」【Ｌ】、「児童扶養手当については、母子・父子で受給
に差をつけるのではなく、母子・父子関係なくひとり親家庭ということで所得で受給の
有無を図るべきでないか」【Ｍ】という意見も聞かれた。
この意味、児童扶養手当については、国の施策の不備をそのままにせず、むしろ御坊
市が真に子育て支援の充実を検討するならば、独自の手当の創設などを考えてもいいか
と思われる。他の福祉サービスについても、できる限り、母子と父子で差異のないサー
ビス展開がなされることが理想である。
④養育費
養育費については、相手方に経済的余裕がなく、自身のほうが収入もあるため取り決め
をしていないということであった。父子家庭の場合、このような状況が多いであろう。
5.まとめ
以上、御坊市における母子家庭および父子家庭の聞き取り調査の結果と課題を示した。
和歌山県内の一地域の現状であるので、他と比較した際にどのような独自性や個性が明ら
かになるかということも論点となろうが、現段階では主に母子家庭の聞き取り調査からみ
られた課題の指摘のみにとどめておく。
まず、生活状況についてであるが、全国調査の数値と同様に、母子家庭の聞き取り調査
においても経済状況はかなり厳しいことが明らかになった。児童扶養手当なしではやって
いけない非正規労働世帯もみられ、拙速な児童扶養手当の削減策は、この意味で母子家庭
の経済状況にかなりの打撃を与えると考えられる。
住まいや近所づきあいという点では、ややこの地域の独自性がみられる。御坊市は、比
較的、市営住宅の運営に熱心な街であるのであるが、市営住宅の母子世帯枠の優先入居制
度を設けていないために、結果として市営住宅に入居できなかったという世帯もみられた。
母子寡婦福祉法では、公営住宅の優先入居の配慮という項目も示されているものの、和歌
山県内や他府県地域を見てもその運用方法はさまざまであり、母子家庭に対して優先入居
枠を設けている自治体もあれば、抽選回数を多くするのみという自治体もある14。母子家庭
の支援策としてどのようなものがもっとも有効であるかを検討する必要があろう。また近
所づきあいをほとんどしていない、ないしは町内会に加入していないという世帯もみられ
た。御坊市では、市報の配布は町内会に依存しており、これに加入してないとなると、母
子家庭の支援策としての福祉や就労支援策の概要は、ほとんどこれらの世帯に周知されな
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14保育所の優先入所についても、自治体により実施方法が異なり、地域間格差がかなり大きいと
いえる。このような地域間格差については、金川〔2007〕参照のこと。
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いことになる。多様なチャンネルでの母子家庭の支援策への周知が必要であろう。なお、
福祉サービスについては一般的に認知度が低く、福祉事務所の窓口に行ってもパンフレッ
トがおいてあるだけで、説明などがほとんどないという意見も聞かれた。
就労についてであるが、全国調査の各種支援の数値が低調なのと同様、聞き取り調査で
も公的就労策がほとんど認知されず、そのため利用されていないという点が明らかになっ
た。聞き取り調査で支援内容を話すと、利用したいと答える母子家庭の母が多かったもの
の、それがうまく利用につながっていないのはなぜか、検討の必要があろう。「手続きが煩
雑なのでは」「要件にあわないから無理なのでは」と母子家庭の母が考えてしまい利用につ
ながらないということもあろうが、窓口で使おうと思って申し込みに行ったのに断られた
という事実も聞き取り調査からみられたのである。
また就労・福祉サービスの利用については、御坊市という街が県庁所在地である和歌山
市から遠いという点も問題となった。生活支援策である、トワイライトサービスやショー
トステイは、該当する施設が和歌山市にしかないので実際制度があっても利用することが
できない。母子家庭等就労・自立支援センターについても同様である。社会資源が都市部
に集中しているため、制度が名ばかりのものになっているという事実から目をそむけては
ならない。小規模の街における福祉と就労支援のあり方についてのモデルケースの検討・
確立が今後必要であるといえよう。
養育費についても、民事執行法の改正により強制履行が可能になった点がしばしば指摘
されるものの、聞き取り調査からは「そもそも相手方に養育費を払う資産能力がない」な
いしは「もう会いたくない、関わりをもちたくない」という意見が多く聞かれた。養育費
の確保はもちろん必要であるが、離婚によりひとり親になった母親に、自助努力により強
制履行を行いなさいというのは困難であるといわざるを得ない。養育費の履行確保に向け
た公的仕組みが検討されるべきであろう。
【付記】
聞き取り調査にあたり、ご多忙のなか、調査に快く応じてくださったお母様方・お父様
方に深く感謝申し上げます。なお、御坊市をはじめ関係各所には調査の趣旨をご理解いた
だき、さまざまな点でご協力をいただいたことについてもお礼を申し上げます。
なお本稿は、本稿は、平成20年度和歌山大学経済研究所「和歌山県地域に関する研究」
助成金のほか、平成21年度文部科学省科学研究費補助金(若手研究(Ｂ))「母子自立支援プ
ログラムの自治体間比較に関する横断的研究」(課題番号：21730447)の助成を受けた研究
成果の一部である。
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